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戦後日本のサービス業の営業利益率格差※
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要旨
本稿は、いくつかの第三次産業、及びその一部門であるサービス業（集約）を構成
する狭義のサービス業の総究本営業利益率格差の推移を、伝統的な利潤率の場合との違
いを念頭に置きつつ分析する。総資本営業利益率、あるいはより一般的に資本利益率に
は、伝統的な利潤率とは異なる独自の意義があると考えるからである。なお営業利益、
及び利潤は、内部留保を算入して修正した。したがって本稿での定義は、正確には
総資本粗営業利益率＝（営業利益＋内部留保）／資産
である。右辺の変数は、すべて「法人企業統計」より得られる年次データである。
多くの賓本利益率の中から総資本営業利益率を取り上げるのは、まずは最も基礎的な
ものからと考えるからである。その格差については、ある産業部門内の資本金規模別ク
ラス間の格差、及び同規模クラスの製造業（集約）との産業部門間格差の双方を観察す
る。
観察、及び分析の結果、サービス業の総資本粗営業利益率格差の推移について、粗利
潤率の場合との相違を含め、いくつかの有意味な事実を確かめることができた。
キーワード：総資本営業利益率；規模別格差：産業部門間格差；第三次産業；サーピス業
経済学文献季報分類番号： 02-28 : 02-42 : 02-43 
?
本稿は拙稿「戦後日本の利潤率格差」 1)の続編であり、且つ「戦後日本のサービス業の利
潤率格差」 2)の姉妹編であって、前者と同じ観点でサービス業の総資本営業利益率格差を分
析する。前者との相違は広義、及び狭義のサービス業についてより詳しく観察する点であり、
この点は後者と同じである。後者との違いは利潤率格差ではなく総資本営業利益率（以後、
営業利益率と略称）の格差を観察する点である。
＊）本研究は、平成17年度関西大学国内研究貝研究既によって行った。
1) 「立命館経済学」（第56巻第5・6号、 2008年3月）
2)「関西大学経済論集」（第58巻第 1号、 2008年6月）
ー
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対象とする広義、及び狭義のサービス業は、既出の拙稿と同じである。即ち、広義のサー
ビス業はいくつかの第三次産業であり、サービス業（集約）はその一つである。また狭義のサー
ビス業はサービス業（集約）を構成するすべてのサービス業である。両者をサービス業と総
称するが、前者と後者は分類の次元が異なる。
既出の拙稿が対象とした利潤率格差とは別に営業利益率格差を対象とするのは、もちろん
独自の意義があると考えるからであるが、それぞれの独自の意義について十分分明な考えを
持っている訳ではない。ただ何を実証するために観察するかに依って相対的、少なくとも二
者択ー的ではないと考えている3¥
また多くの資本利益率の中から営業利益率を取り上げるのは、最も基礎的であると考える
からである。更に内部留保の重要性を考慮し営業利益に算入するが、それを「粗」を営業利
益の前に置き区別、強調する。即ち本稿の対象は正確には、粗営業利益率格差である。粗営
業利益率の格差については、ある産業部門内の資本金規模別クラスの格差、及び同規模クラ
スの産業部門間格差の双方を観察する。
広義の、あるいは狭義のサービス業の粗営業利益率格差の推移を観察する場合、それは勿
論それ自身有益ではあるが、対象も多く焦点が浮動してしまう恐れが大きい。即ち、あの部
門はどう、この部門はこう、等々に終始してしまう恐れが大きい。したがって本稿では、む
しろ限られた視角からの観察であることを意識したい。即ち、所定の問題に関して、サービ
ス業（集約）と他のいくつかの広義のサービス業（第三次産業）の違いはどうか、及びサービ
ス業（集約）とそれを構成する狭義のサービス業の違い、あるいはそれら相互の違いはどう
かということである。それでも設問が結構大きいから、回答もそれに応じて大きくなること
はむしろ当然、結論の一般化、端麗化は慎重にという趣旨である。
観察対象の変数、粗営業利益率（正確には、総資本粗営業利益率）の定義は、
(1)粗営業利益率＝（営業利益＋内部留保）／資産
である。ここで内部留保の範囲は、既出の拙稿と同じく、おそらく最広義の、利益剰余金＋
3)営業利益率の一つの意義は、企業の財務状況を、その一決定要因として分析できることだろう。即ち、
営業利益率＝（営業利益／自己賓本） X (自己資本／資産）
＝自己資本営業利益率x自己焚本比率
であるから、その決定要因をあるタイプの資本利益率と財務状況の重要な一指標に分割できる。
前者の重要性は言うまでもないが、後者、あるいは負恨比率(=1 -自己賓本比率）は金融的側面を考
慮したとき、資本蓄積過程における重要変数として当該分野の研究にしばしば登場する。つまり自己資本
比率の意義は、営業利益率の一決定要因であることに止まらない。負恨比率（あるいは自己資本比率）が
資本制的蓄稜にとって、どのように、又どの程度重要であるかを追求する意義は大きいと思われる。この
課題は別の機会に果したい。
?
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引当金＋減価償却費＋資本剰余金である。またストック変数である資産の扱いも、これ又既
出の拙稿と同じく、期首値と期末値の単純な平均である。
本稿の構成は、次のとおりである。第I章では、本論への準備として、全産業を中心に粗
営業利益率と粗利潤率の水準の推移、及び両率の格差の推移を、相互の違いに注意しながら
概観する。第I章では、いくつかの第三次産業（広義のサービス業）における粗営業利益率
の規模別格差を観察する。第m章では、サーピス業（集約）を構成する狭義のサービス業に
おける、同じく粗営業利益率の規模別格差を観察する。第w章では粗営業利益率の、いくつ
かの第三次産業と製造業（集約）との部門間格差を扱う。個々の第三次産業と製造業（集約）
の部門間格差だけでなく、全体としての部門間格差の形態、具体的には、ある年度における
部門間格差の平均と標準偏差の推移も観察する。第V章では同じく粗営業利益率の、狭義の
サービス業と製造業（集約）との部門間格差を扱う。ある年度における部門間格差の平均と
標準偏差の推移も観察するが、これも広義のサービス業の場合と同様である。第VI章では主
な分析結果をまとめる。
I 粗利潤率と粗営業利益率
本章は本論に入る前の準備であり、粗利潤率の場合との相違について予備知識を持つこと
が目的であるが、内容は大きく二つに分かれる。前半では全産業を中心に粗利潤率、及び粗
営業利益率の水準の推移を、両者の相違に注目しながら概観する。代表的な産業としてサー
ビス業（集約）、及び製造業（集約）にも触れる。水準の格差を見る前に水準を概観してお
くことが目的である。
後半では水準の推移を念頭に置き、その格差の推移を観察する。即ち水準の場合と同様、
全産業を中心に粗利潤率格差と粗営業利益率格差の相違に注目しながら、その推移を概観す
る。産業部門内の規模別格差については、サービス業（集約）と製造業（集約）にも触れる。
産業部門間格差については、サービス業（集約）と製造業（集約）の格差を観察する。いず
れの格差の場合も、粗営業利益率格差を広義の、あるいは狭義のサービス業について細かく
見る前に、一つの基準としてサービス業（集約）の特徴を全産業、あるいは製造業（集約）
との対比で概観しておくことが目的である。
では実際に粗営業利益率、及び粗利潤率の水準の推移を概観しよう。まず全産業、全規模
について両率を比較すると、図 I-1 (1)のように、全期間での低下傾向、 1970年代中頃、及
び1990年代後半を谷とする大きな波動など、両者はほとんど同じような推移を辿っているよ
うに見える。しかし、これは両変数を表す尺度調整後の見かけの対応である。粗営業利益率、
?
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及び粗利潤率の定義による数字（％）の違いは、図I-1 (1)の左右の軸の尺度からも推測で
きるように非常に大きい（表1-1)。
同様に製造業（集約）、及びサービス業（集約）の全規模について両率を比較すると、両
者の対応は印象的にはほぼ同様であるが、平均的には粗営業利益率の部門間格差（サービス
業（集約）ー製造業（集約））く0、粗利潤率の部門間格差>Oであり符号が、逆転する（表
1-1)。この点については注意して、後に詳しく見よう。
経済成長率との相関は、図 1-1からも予想されるとおり粗営業利益率、及び粗利澗率と
も全般的に強いが、小さい違いも勿論ある（表1-2)。即ち全産業、製造業（集約）、及びサー
ビス業（集約）いずれの部門においても粗営業利益率の方が粗利潤率の場合より強い。また
製造業（集約）、及びサービス業（集約）では全産業に比し、相関係数の大きさの違いはよ
り大きくなるが、原因は粗利潤率の場合の相関係数が小さくなる程度が大きいことによる。
このような全規模での全産業、製造業（集約）、及びサービス業（集約）における粗営業
利益率の大きな推移には、資本制的蓄積についての既成観念にとって、説明できればそれに
越したことはない事実はいくつかあるが、特に逆説的な事実、あるいは反例となる事実は見
当たらない。
図I-1 粗営業利益率と粗利潤率（全規模）
(1)全産業
????
（％） 
100 
90 
80 
70 
60 
-5 
1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 
一粗営業利益率（左軸） 一経済成長率（左軸）
40 
?
戦後日本のサービス業の営業利益率格差（佐藤） 105 
(2)製造業（集約）
（％） 
25 
20 
15 
10 
5 
-゜5 
粗利潤率（破線、右軸）. ,． . 
I ヽ I I 
I t 9 鼻.' I ． 
1/t,. I ft• I 
• I'l 
I .-.、r,.._,  
?
????????
1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 
一粗営業利益率（左軸） ー経済成長率（左軸）
(3)サービス業（集約）
????
（％） 
80 
70 
60 
50 
30 
1980 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 
一粗営業利益率（左軸） ＿経済成長率（左軸）
表I-1 粗営業利益率と粗利潤率の平均と標準偏差（全規模）
平均／標準偏差／標本数 (N)=46 
全産業 製造業 サービス業
粗利潤率
平均 64.60 71.09 54.39 
標準偏差 12.42 13.60 8.93 
粗営業利益率
平均 9.58 11.71 12.06 
標準偏差 2.75 3.52 3.52 
?
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表I-2 粗営業利益率と粗利潤率の経済成長率との相関（全規模）
Pearsonの相関係数／帰無仮説Rho=Oに対するProb>lrl/標本数 (N)=45 
全産業 製造業 サ ビス業
粗利潤率
0.72545 0.57426 0.47651 
<.0001 <.0001 0.0009 
粗営業利益率
0.89161 0.86316 0.70134 
<.0001 <.0001 <.0001 
（注） 経済成長率との相関係数の標本数=45は、 2006年度の経済成長率が欠損
しているためである。以下同様。
では産業部門内の規模別格差について、粗営業利益率と粗利潤率の違いを見よう。また、
この点についてサービス業（集約）は全産業、及び製造業（集約）と比べると、どのような特
徴があるだろうか。粗営業利益率の規模別格差については、まず第一に図I-2のように、
サービス業（集約）は1960年代、規模別格差（大規模ー小規模）く0の小さいことが印象的で
ある。特に1964年度は、データの下処理の間違いかと疑われるほど小さい（格差幅は大きい）。
しかし、もう少しよく眺めると、これら三部門の規模別格差（大規模ー小規模）の推移には、
印象的な相似性があることに気付く。具体的には、
(1)全期間での上昇傾向、
(2) 1970年代中頃、格差の符号が変わり、大規模ー小規模<Oが、大規模ー小規模>Oに転換
する、
(3) 1973年、 1990年頃、及び2005年頃を谷とする大きな波動が見られる。
(4)サービス業（集約）の特徴は、どの大きな波動においても全産業、及び製造業（集約）に
比し振幅が大きいことである。特に、前二つの波動において振幅の違いは著しい。印象的
な1964年度の極端な状態は、 1970年代中頃までの波動の大きさの原因となっている。（図
1-2、表I-3)。
(5)また経済全体の状況の代表変数として見ている経済成長率との対応については、図 I-
2より強い相関があるように推測されるが、実際、表1-4のように粗営業利益率規模別
格差と経済成長率には、強い負の相関を確かめることができる。但し両者の階差間には強
い相関関係はないから、両変数の強い負の相関関係は長期における対応であることも分る。
サービス業（集約）の特徴は、全産業、及び製造業に比し相関が比較的弱いことである。
?
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粗営業利益率と粗利潤率の規模別格差の推移（大規模—小規模）
107 
(1)全産業
? ? ? ??? ? ?
?
-5 
（％） 
-10 
-20 
-30 
-40 
-50 
も0
-70 
-80 
1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 
(2)製造業
（％） 
5す--------------------------------------------粗営業利益率格差（実線、左軸）
?
-5 
-10 
（％） 
゜-10 
-20 
-30 
-40 
-50 
-60 
-70 
-80 
1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 
(3)サービス業（集約）
（％） 
10 
5 
-゜5 
-10 
-15 
-25 
-30 
.~ 
--.'―. -., —---鼻~I
-—• ． ' IヽI I t I 
‘ 
t A I II 11 I 
i 'I I #f I 11• •、
I I I~. I• I I I• 1, 
｀ 
I I I• 
, ~ • r 
, • l t • # 
I 
• • ,, l• I 
& .~. . ,. . ・ 粗利潤率格差（破線、右軸）
ヽ＊ヽ~, I , • I ． 
’‘ . " ヽ
?
???
????????
1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 
?
108 関西大学「経済論集」第58巻第3号 (2008年12月）
表I-3 粗営業利益率と粗利潤率の規模別格差の推移
標本数／平均
(1)粗営業利益率規模別格差の推移
産業部門
全期間 60年代 70年代 80年代 90年代 00年代
標本数 平均 （標準眉差） 標本数平均 標本数平均 標本数平均 標本数平均 標本数平均
全産業 45 1.20 (2.5) ， -0.67 10 -1.42 10 2.85 10 3.31 6 2.13 
大規模ー
-0.12 (3.24) 製造業（集約） 45 ， -2.80 10 -3.07 10 1.59 10 2.33 6 1.89 
小規模
サー ピス業（集約） 0.98 (7.17) 45 ， -9.48 10 3.02 10 3.77 10 4.60 6 2.57 
全産業 45 -0.01 (1.78) ， -1.37 10 -1.78 10 0.82 10 1.35 6 1.32 
中規模ー
製造業（集約） 45 0.52 (2.62) ， -2.05 10 -1.91 10 1.67 10 2.76 6 2.73 
小規模
サー ピス業（集約） -1.17 (5.02) 45 ， -8.02 10 -1.3 10 1.12 10 1.73 6 0.75 
（注） 全期間の（ ）内は標準偏差、以下同様。
(2)粗利潤率規模別格差の推移
産業部門
全期間 60年代 70年代 80年代 90年代 00年代
標本数 平均 （楳準眉差） 標本数平均 標本数平均 楳本数平均 標本数平均 標本数平均
全産業 45 -37.4 (14.0) ， -49.8 10 -51.1 10 -31.9 10 -23.8 6 -28.1 
大規模ー
-32.3 (15.6) 製造業（集約） 45 ， -40.6 10 -49.9 10 -25.4 10 -21.7 6 -19.9 
小規模
サー ピス業（集約） -28.5 (17.7) 45 ， -50.5 10 -32.1 10 -23.4 10 -12.7 6 -24.7 
全産業 45 -24.7 (12.5) ， -37.5 10 -36.3 10 -18.8 10 -15.5 6 -1.0 
中規段ー
製造業（集約） -25.2 (11.6) 45 ， -34.2 10 -35.5 10 -20.7 10 -17.9 6 -14.4 
小規模
サー ピス業（集約） -28.0 04.3) 45 ， -43.2 10 -35.4 10 -26.0 10 -16.1 6 -16.1 
表I-4 粗営業利益率と粗利潤率規模別格差の経済成長率との相関
Pearsonの相関係数／帰無仮説Rho=Oに対するProb>lrl/標本数 (N)=44 
粗営業利益率規模別格差 粗利澗率規模別格差
大規模ー小規模 中規模ー小規模 大規模ー小規模 中規模ー小規模
全産業
-0.80714 -0.84913 -0.86750 -0.86791 
<.0001 <.0001 <.0001 <.0001 
I 製造業 -0.80147 -0.83882 -0.74047 -0.74157 （集約） <.0001 <.0001 <.0001 <.0001 
サービス業 -0.57250 -0.67630 -0.74042 -0.77518 
（集約） <.0001 <.0001 <.0001 <.0001 
?
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粗営業利益率規模別格差の階差 粗利潤率規模別格差の階差
大規模ー小規模 中規模ー小規模 大規模ー小規模 中規模ー小規模
全産業
-0.20068 -0.30887 -0.20755 -0.20434 
I 0.1969 0.0439 0.1817 0.1887 製造業 -0.16404 -0.14042 -0.07347 -0.05529 （集約） 0.2932 0.3691 0.6397 0.7247 
の
塁サービス業 -0.24663 -0.33770 -0.22409 -0.27325 
（集約） 0.1109 0.0268 0.1486 0.0762 
これらの結果を粗利潤率規模別格差の場合と比べるとどうか。図 1-2のように両者の推
移については、尺度の違いに注意する必要があるが、全期間での増大傾向、三つの波動と谷
の時期、サービス業（集約）における1964年の極端な小ささ（幅の大きさ）等、非常によく似
ている。これは表1-4のように両率とも経済成長率と非常に強い負の相関があるが、階差
の場合は相関がない等、非常によく似ていることと関係している。最大の相違は、粗営業利
益率規模別格差の符号が、 1970年代中頃に負から正へ変化することであろう。
粗利潤率の場合、規模別に見ると、図1-3のように、水準の変動にもかかわらず、全期
間を通じて、大規模＜中規模＜小規模の大小関係が非常にはっきりと持続する。これに対し
粗営業利益率の場合、結論は条件付である。即ち図 1-4のように、 1970年代後半以降は、
大規模く中規模く小規模がほぼ成り立つが、その時期においても製造業では、小規模く中規
模である。
図I-3 規模別粗利潤率の推移
(1)全産業
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(2)製造業（集約）
（％） 
150 
100 
50 
1960 1965 1970 1975 
一大規模
1980 1985 1990 
------中規模
1995 2000 2005 2010 
一小規模
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図I-4 規模別粗営業利益率の推移
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最後に粗営業利益率のサービス業（集約）と製造業（集約）の部門間格差には、粗利潤率の場
合と比べると、どのような特徴があるだろうか（図1-5、表1-5)。まず全規模について見よう。
既に見たように両率の平均水準の違いは大きいから、部門間格差の比較も要注意であるが、図
1-5のように、両者の推移はよく似ている。即ち、どちらの場合も部門間格差は、全期間で
は明らかに傾向的に増大している。また1980年代後半までは、変動も激しく減少傾向が窺える
が、その後傾向は増大へ変化している。それだけ後半期の上昇傾向が強いということである。
ただし粗利潤率部門間格差の符号は全期間を通じてほぼ負であるから、格差幅（格差の絶
対値）は傾向的に減少し、格差は傾向的に縮小している。他方、粗営業利益率の部門間格差
の傾向的上昇は、符号の変化を伴い、したがって格差幅は減少から増大へ、格差は縮小から
拡大へ傾向変化している。特に1999年頃以降、部門間格差＞〇となっても増大傾向が持続し
ているが、この部門間格差の拡大がどこまで続くか興味深い。
11 
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規模別にみると全規模で見たような大きな特徴は大、中、小の各規模別クラスにほぽ共通
である。ただし1980年代後半までの減少傾向は小規模クラスに見られるが、大規模クラスで
はむしろ増大傾向が見られる。また後半期における増大傾向に関わって、近年における粗営
業利益率部門間格差>Oでの増大傾向は大規模クラスでもっとも明瞭であり、問題性も大きい。
粗営業利益率部門間格差の経済成長率との相関関係も、粗利潤率の場合と共通部分が多い。
表1-6のように、粗利潤率と粗営業利益率のどちらの場合も全体として負の相関が強いが、
全規模では規模別の場合より弱いことが分る。また粗営業利益率部門間格差の方が粗利潤率
の場合に比し比較的弱く、またどちらの場合も大規模、中規模クラスに比し小規模クラスの
方が比較的弱い傾向が読み取れる。特に、粗営業利益率部門間格差の小規模クラスの場合は
弱い。
図I-5 粗利潤率と粗営業利益率の部門間格差の推移
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(3)中規模
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表1-5 粗営業利益率と粗利潤率の部門問格差の推移
標本数／平均
規模
全期間 60年代 70年代 80年代 90年代 00年代
様本数 平均 （標準眉差） 概本数平均 標本数平均 標本数平均 標本数平均 標本数平均
全規模 46 -16.7 (112) 10 -19.0 10 -16.5 10 -23.6 10 -13.9 6 -6.4 
大規模 46 -21.8 04.3) 10 -37.5 10 -17.3 10 -25.7 10 -12.1 6 -12.9 
粗利潤率
中規模 46 -28.5 (14.5) 10 -37.8 10 -34.9 10 -33.0 10 -19.3 6 -9.8 
小規模 45 -25.4 (16.8) ， -28.2 10 -35.1 10 -27.7 10 -21.1 6 -8.1 
全規模 46 0.35 (2.79) 10 -0.12 10 0.68 10 -1.03 10 0.10 6 3.31 
粗営業利益率
大規模 46 1.32 (4.97) 10 -5.00 10 4.62 10 1.19 10 2.48 6 4.63 
中規模 46 -1.35 (3.05) 10 -4.14 10 -0.90 10 -1.55 10 -0.81 6 1.98 
小規模 45 0.40 (4.48) ， 1.86 10 -1.47 10 -0.99 10 022 6 3.95 
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表I-6 粗利潤率と粗営業利益率の部門間格差と経済成長率の相関
Pearsonの相関係数／帰無仮説Rho=Oに対するProb>lrl/標本数 (N)
(1湖利潤率部門間格差
経済成長率
(2瀬営業利益率部門間格差
経済成長率 I
全規模
-0.35422 
0.0170 
45 
全規模
-0.23972 
0.1127 
45 
粗利潤率部門間格差
大規模 1 中規模
-0.64039 
<.0001 
45 
-0.71629 
<.0001 
45 
粗利潤率部門間格差
大規模 中規模
-0.49874 -0.64606 
0.0005 <.0001 
45 45 
I 第三次産業の規模別格差
小規模
-0.45472 
0.0019 
44 
小規模
-0.15732 
0.3078 
44 
本章以降、粗営業利益率格差を詳しく観察する。まず本章ではいくつかの第三次産業（広
義のサービス業）における粗営業利益率の資本金規模別クラス間格差（大規模ー小規模、及
び中規模ー小規模）の推移を観察する。その際、前章で見たサービス業（集約）を基準とし、
他の第三次産業と比較する。個々の第三次産業には、どのような特徴があるだろうか。一見
した印象では各産業部門の推移は違いが大きく、とてもサービス業（集約）を第三次産業の
代表と見倣すことはできない（図Il-1、表Il-1)。各部門の特徴に注目すると、次のよう
になろう。
(1)情報通信業における規模別格差の変動の非常な激しさ。
(2)運輸業（集約）と卸売・小売業（集約）では比較的、サービス業（集約）と似た規模別
格差の推移が観察される。但し波動の振幅は小さく変動が穏やかである。また1970年代前
半までは両部門ともむしろ減少傾向を示し、サービス業（集約）と反対である。
(3)不動産業では他の部門と異なり、 1970年代前半まで規模別格差>Oで低下傾向。近年の
規模別格差く0もあり、全期間での規模別格差増大傾向は他部門に比し弱く、むしろ減少
傾向が窺える。
(4)サービス業（集約）と同様の経済成長率との相関の強さは運輸業（集約）と卸売・小売
14 
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業（集約）に見られるが、他の部門では見られない（表Il-2)。階差の場合も、ほぼ同
様であるが、相関はより弱く、規模別格差と経済成長率の相関関係が長期におけるもの
であることが分る。
図n-1 粗営業利益率規模別格差の推移（大規模—小規模）
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表n-1 第三次産業の粗営業利益率規模別格差の推移
標本数／平均
第三次産業
全期間 60年代 70年代 80年代
標本数 平均 （様準眉差） 牒本数平均 楳本数平均 牒本数平均
情報通信業 32 0.51 (10.25) ゜ 6 -3.10 10 8.33 運輸業（集約） 45 -2.73 (4.58) ， -7.27 10 -6.9 10 -1.0 
帥売・小売業（集約） 45 -1.75 (3.08) ， -4.87 10 -4.51 10 -0.49 
不動産業 45 0.60 (429) ， 3.48 10 -0.95 10 1.15 
飲食店 3 6.52 (5.74) ゜ ゜ ゜宿泊業 32 0.51 (3.83) ゜ 6 -1.75 10 4.65 サー ビス業（集約） 45 0.98 (7.17) ， -9.48 10 3.02 10 3.77 
情報通信業 32 1.72 (8.83) ゜ 6 -1.6 10 8.99 遮輸業（集約） 45 -2.62 (3.1) ， -4.16 10 -4.78 10 -2.08 
卸売・小売業（集約） 45 -0.57 (2.05) ， -2.43 10 -2.60 10 0.59 
不動産業 45 -1.0 (2.86) ， -1.20 10 -1.26 10 -0.74 
飲食店 3 4.97 (3.97) ゜ ゜ ゜宿泊業 32 0.14 (4.24) ゜ 6 -2.98 10 0.69 サー ビス業（集約） 45 -1.17 (5.03) ， -8.02 10 -1.3 10 1.12 
90年代
標本数平均
10 -1.53 
10 1.72 
10 0.69 
10 0.67 
゜10 -1.84 
10 4.60 
10 0.67 
10 -1.47 
10 0.79 
10 0.07 
゜10 -1.45 
10 1.73 
表n-2 第三次産業の粗営業利益率格差と経済成長率の相関
Pearsonの相関係数／帰無仮説Rho=Oに対するProb>lrl/標本数 (N)
粗営業利益率規模別格差
大規模ー小規模 中規模ー小規模
0.24464 0.25126 
情報通信業 0.1847 0.1727 
31 31 
-0.83079 -0.60516 
運輸業（集約） <.0001 <.0001 
経 44 44 
-0.92746 -0.87683 
済 卸売・小売業（集約） <.0001 <.0001 
44 44 
成 0.06779 -0.26854 
不動産業 0.6619 0.0780 
長
44 44 
飲食店
率 0.27751 -0.24741 
宿泊業 0.1307 0.1796 
31 31 
-0.57250 -0.67630 
サービス業（集約） <.0001 <.0001 
44 44 
00年代
標本数平均
6 -5.51 
6 0.90 
6 1.34 
6 -2.15 
3 6.52 
6 -0.20 
6 2.60 
6 -5.25 
6 0.49 
6 1.38 
6 -2.49 
3 4.87 
6 5.01 
6 0.75 
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粗営業利益率規模別格差の階差
大規模ー小規模 中規模ー小規模
0.24943 0.19057 
情報通信業 0.1838 0.3131 
30 30 
-0.28599 -0.29790 
経
連輸業（集約） 0.0630 0.0524 
43 43 
済 -0.55125 -0.41706 
成 卸売・小売業（集約） 0.0001 0.0054 
長
43 43 
-0.19775 -0.34254 
率 不動産業 0.2037 0.0245 
の 43 43 
階 飲食店
差 0.01578 0.06303 宿泊業 0.9340 0.7407 
30 30 
-0.24663 -0.33770 
サービス業（集約） 0.1109 0.0268 
43 43 
m サービス業の規模別格差
本章ではサービス業（集約）を構成する狭義のサービス業における資本金規模別クラス間
の粗営業利益格差（大規模ー小規模、及び中規模ー小規模）の推移を観察する。狭義のサー
ビス業は相互に、あるいはサービス業（集約）と、どのように異なっているか。個々の部門
について、次のような特徴が観察される（図皿ー1、表直ー1)。
(1)生活関連サービス業、及び娯楽業はサービス業（集約）と比較的よく似た推移を示す。
但し1975年度以降では、前者は規模別格差増大傾向を示しサービス業（集約）と反対、
後者は減少傾向を示しサービス業（集約）と同様である。
(2) 広告• その他のサービス業は、 1990年頃の傾向変化の大きさが特徴である。
(3)その他のサービス業は、ある意味でサービス業（集約）と同様であるが、変動が激しい。
大きな波動という意味では同様であるが、振幅が大きく、極端な年度も 2. 3ある。全期
間では減少傾向が窺われるが、傾向はこれらの極端な年度に依存しない。
(4)経済成長率と強い相関を示す部門がない。娯楽業は比較的強い相関を示すが、それでも
サービス業（集約） （大規模ー小規模）で見られる強い相関は主に集計に因る訳で、興味
深い（表m-2)。
17 
118 関西大学「経済論集」第58巻第3号 (2008年12月）
図m — 1 粗営業利益率規模別格差の推移
?
? ? ?
-5 
-10 
-15 
-20 
-25 
-30 
I''''I''''I''''I''''I''''I''''I''''I''''I''''I''''I 
1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 
ーサーピス業（集約） 一——生活関連サーピス業
---娯楽業 ＿＿＿―-物品賃住業（集約）
?
???
-10 
-20 
-30 
1960 1965 19'70 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 
ーサービス業（集約） 一広告•その他のサービス業＿＿＿―-その他のサービス業
----医療•福祉 ----・ 教育・学習支援業
18 
戦後日本のサービス業の営業利益率格差（佐藤） 119 
表皿ー 1 サービス業の粗営業利益率規模別格差の推移
サーピス業
全期間 70年代 80年代 90年代 00年代
標本数 平均 （標準眉差） 標本数平均 標本数平均 標本数平均 揉本数平均
サービス業（集約） 45 0.98 (7.17) 10 3.02 10 3.77 10 4.60 6 2.60 
生活関連サーピス業 32 2.72 (5.92) 6 -5.65 10 6.34 10 4.32 6 2.40 
娯楽業 32 0.42 (4.71) 6 2.83 10 1.43 10 0.24 6 -3.39 
大規模ー 物品賃貸業（集約） 3 2.12 (4.09) ゜ ゜ ゜ 6 2.12 小規模 広告• その他のサーピス業 32 3.38 (4.57) 6 6.51 10 -0.49 10 4.02 6 5.62 
医療•福祉 3 4.10 (3.15) ゜ ゜ ゜ 3 4.10 教育・学習支援業 3 7.08 (1.75) ゜ ゜ ゜ 3 7.08 その他のサーピス業 32 -3.32 (8.59) 6 -6.66 10 0.22 10 -0.33 6 -10.87 
サー ピス業（集約） 45 -1.17 (5.03) 10 -1.33 10 1.11 10 1.72 6 0.75 
生活関連サービス業 32 2.10 (4.22) 6 -0.83 10 2.78 10 2.74 6 2.79 
娯楽業 32 -2.65 (3.69) 6 0.11 10 -3.91 10 -3.43 6 -2.01 
中規模ー 物品賃貸業（集約） 3 -0.67 (5.95) ゜ ゜ ゜ 3 -0.66 小規模 広告•その他のサーピス業 32 2.49 (4.54) 6 1.77 10 -1.12 10 5.62 6 4.59 
医療•福祉 3 0.98 (0.31) ゜ ゜ ゜ 3 0.98 教育•学習支援業 3 11.65 (13.16) ゜ ゜ ゜ 3 11.65 その他のサービス業 32 -0.91 (5.87) 6 -1.43 10 0.61 10 1.22 6 -6.47 
表皿ー2 サーピス業の粗営業利益率規模別格差と経済成長率の相関
Pearsonの相関係数／帰無仮説Rho=Oに対するProb>lrl/標本数 (N)
粗営業利益率規模別格差
大規模ー小規模 中規模ー小規模
-0.57250 -0.24663 
サービス業（集約） <.0001 0.1109 
44 43 
生活関連
-0.28401 0.09862 
サービス業
0.1215 0.6041 
31 30 
経 0.39441 0.33598 
済
娯楽業 0.0281 0.0695 
31 30 
成 物品賃貸業（集約）
長 広告• その他の -0.13867 -0.24379 
率 サービス業
0.4569 0.1942 
31 30 
医療•福祉
教育・学習支援業
-0.04043 -0.04151 
その他のサービス業 0.8290 0.8276 
31 30 
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粗営業利益率格差の階差
大規模ー小規模 中規模ー小規模
-0.24663 -0.33770 
サー ビス業（集約） 0.1109 0.0268 
43 43 
生活関連 0.09862 
0.02703 
経 サービス業 0.6041 0.8873 
済
30 30 
0.33598 0.06040 
成 娯楽業 0.0695 0.7512 
長 30 30 
率
物品賃貸業（集約）
広告• その他の -0.24379 -0.16419 の 0.1942 0.3859 サービス業
階 30 30 
差 医療•福祉
教育・学習支援業
-0.04151 0.08354 
その他のサービス業 0.8276 0.6607 
30 30 
IV 第三次産業の部門間格差
本章以降では視角を変え、産業部門間の粗営業利潤率格差の推移を観察する。まず本章で
は、いくつかの第三次産業（広義のサービス業）と製造業（集約）間の粗営業利潤率部門間
格差の推移を観察し、狭義のサービス業は次章で扱う。
1 . 部門間格差の推移
第三次産業と製造業（集約）の粗営業利澗率の部門間格差には、どのような特徴が見られ
るだろうか。サービス業（集約）＿製造業（集約）の部門間格差を一応の基準として、まず
全規模について個々の部門の状態を見よう（図N-1(1)、表N-1(1))。
(1)平均的に部門間格差（サービス業ー製造業（集約）） <Oの部門が多数である。この点
で情報通信業は反対の極にあり、ほとんどの局面で部門間格差>Oである。
(2)但し情報通信業の部門間格差＞〇は、全期間を通してみると傾向的に低下している。こ
の点で対照的なのは卸売・小売業（集約）で、部門間格差<Oが、全期間を通してみる
と傾向的に増大（格差の絶対値は減少）している。
(3)運輸業（集約）は、情報通信業、及び卸売・小売業（集約）とも違い、格差の絶対値が
狭い範囲に収まっている点が特徴である。
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(4)情報通信業、及び卸売・小売業（集約）は部門間格差の符号は反対であるが、格差の絶
対値が傾向的に減少（格差が縮小）している典型的な部門である。これらに対し、部門
間格差が大きく波動している、あるいは傾向変化が窺われるのが不動産業、宿泊業、及
びサービス業（集約）である。これらの部門では、ここ10--15年間、符号はともかく部
門間格差は増大している。これらの部門でも長期に亘り部門間格差幅が増大している訳
ではないが、特にサービス業（集約）は、部門間格差＞〇となった後も増大を続けてい
る（部門間格差が拡大している）ので、今後の推移が興味深い。
このように第三次産業と製造業の粗営業利潤率部門間格差は明らかに傾向的に縮小してい
る、あるいはある範囲内に収まっていることが確かめられる。では規模による違いは、どう
か（図N-1(2X3X4)、表N-1(2X3X4)。印象的な異例を挙げよう。
(1)情報通信業の大規模、及び小規模クラスは、ここ10--15年間、部門間格差の増大傾向が
明瞭に見られる。これに対し中規模クラスでは減少傾向。
(2)サービス業（集約）の大規模、及び中規模クラスでは、全期間を通じての部門間格差増
大傾向が明瞭に見られる。これに対し小規模クラスでは減少から増大への傾向変化が窺
える。したがってサービス業（集約）では、どの規模別クラスでも1980年代後半以降、
共通して部門間格差増大傾向が見られる。また大規模クラスでは他クラスに比し、部門
間格差＞〇は大きく、上昇傾向も強い。
粗営業利潤率部門間格差と経済全体の状況との関係を、経済成長率との相関を手がかりと
してみよう（表N-3)。サービス業（集約）は、全規模では相関関係は強くないが、大、中
規模クラスは非常に強い。情報通信業では、大、中規模クラスで非常に強い相関関係がみら
れることは共通であるが、全規模でも相関関係が非常に強い点が、サービス業（集約）と異
なる。卸売・小売業（集約）は、全規模、及び各規模別クラスで非常に強い相関関係が見ら
れる。その他、不動産業の小規模クラス、及び宿泊業の大規模クラスで強い相関関係が見ら
れる。強いて単純化すれば、全体としては大規模クラスで、より強い相関関係が見られる。
階差の場合、サービス業（集約）は階差でない場合と同様の結論が得られるが、例外的で
ある。むしろ連輸業（集約）の中規模、不動産業の中規模などでは、階差でない場合とは異
なり、強い相関関係が見られる。
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図N-1 第三次産業の粗営業利益率部門間格差の推移
(1淫規模
?
?????
? "・-~., .-・  ，． し・0] ..'"  -、・・・・-・・・.._ 嶋
ft , • 
, . ~, .  
-10i " .. #ヽ
~" #-'it '.,;,.,_、 一疇-5 
-15 I•••• I•'''I''''I''''I''''I''''I' 
1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 20002005 2010 
一情報通信業 -----運輸業（集約） ーー•卸売・小売業（集約）
（％） 
16 
12 
8 
4 
゜-4 
-8 
-12 
-iS I''''I''''I''''I''''I''''I''''I''''I''''I''''I''''I 
1980 1965 1訂0 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 
一不動産業
---宿泊業
-----飲食店
ーサービス業（集約）
(2)大規模
??ー
?
? ??
?
?
?ー?
??
?
? ?．?
?―
?、｀~?
??
??
? ?．?
ー
• 
?
• 
??
? ? ?，?
?
．?
?
?
?
?．?
?
?ー
．ぃ
? ?
?
~ー情• 
?????
?―
― ― ?
? ? ?
?????
22 
(3)中規模
（％） 
16 
12 
8 
4 
゜-4 
-8 
-12 
-16 
戦後日本のサーピス業の営業利益率格差（佐藤）
I''''I''''I''''I''● 'I''''I''''I''''I''''I''''I''''I 
1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 
（％） 
21 
14 
一不動産業
---宿泊業
----—飲食店
—サービス業（集約）
71 , . 亀、→ー
I "'' ,、
o I : • .、,. , . ー...-.: 又~.......・ 亀,-、ー，．、9.' . 
｀ -7iー、一, , ~, ,. ,. _.,,'― ＇ 一ヽ ’ヽ‘‘’、I'I 
-14 I'••'I''''I''''I''''I''''I''''I''''I''''I''''I''''I 
1960 1965 1'J70 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 
一情報通信業 -----運輸業（集約） 一—•卸売・小売業（集約）
（％） 
8 
4 
-゜4 
-8 
-12 I''''I''''I''''I''''I''''I''''I''''I''''I''''I''''I 
1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 
一不動産業
---宿泊業
-----飲食店
ーサーピス業（集約）
123 
23 
124 関西大学「経済論集」第58巻第3号 (2008年12月）
(4)小規模
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表N-1 第三次産業の粗営業利益率部門間格差の推移
(1)全規模
第三次産業
全期間 60年代 70年代 80年代 90年代 00年代
標本数 平均 （標準眉差） 標本数平均 標本数平均 標本数平均 標本数平均 標本数平均
情報通信業 36 7.21 (5.09) ゜ 10 12.75 10 7.16 10 3.65 6 3.97 運輸業（集約） 46 1.14 (1.82) 10 2.37 10 0.25 10 0.31 10 1.99 6 0.55 
卸売・小売業（集約） 46 -5.91 (2.10) 10 -8.35 10 -5.73 10 -6.69 10 -4.52 6 -3.16 
不動産業 46 -4.98 (2.42) 10 -5.37 10 -5.07 10 -5.69 10 -6.19 6 -0.96 
飲食店 3 -5.50 (1.95) ゜ ゜ ゜ ゜ 3 -5.50 宿泊業 32 -2.68 (2.60) ゜ 6 -0.09 10 -4.39 10 -3.43 6 -1.19 サーピス業（集約） 46 0.35 (2.79) 10 -0.12 10 0.68 10 -1.03 10 0.10 6 3.31 
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(2}大規模
第三次産業
全期間 60年代 70年代 80年代 90年代 00年代
楳本数 平均 （楳準偏差） 様本数平均 様本数平均 揉本数平均 様本数平均 標本数平均
情報通信業 36 6.17 (6.00) ゜ 10 11.34 10 6.49 10 2.21 6 3.64 運輸業（染約） 46 0.35 (2.49) 10 0.41 10 -1.05 10 -0.30 10 2.24 6 0.47 
卸売・小売業（集約） 46 -6.93 (2.86) 10 -10.58 10 -7.31 10 -7.58 10 -4.69 6 -2.83 
不動産業 46 -4.06 (3.82) 10 -1.92 10 -4.54 10 -4.91 10 -6.08 6 -2.02 
飲食店 3 -1.23 (2.86) ゜ ゜ ゜ ゜ 3 -1.23 宿泊業 32 -2.45 (2.85) ゜ 6 -0.56 10 -0.83 10 -4.94 6 -2.89 サー ビス業（集約） 46 1.32 (4.97) 10 -5.0 10 4.62 10 1.19 10 2.48 6 4.63 
(3)中規模
第三次産業
全期間 60年代 70年代 80年代 90年代 00年代
楳本数 平均 （様準眉差） 標本数平均 標本数平均 標本数平均 様本数平均 標本数平均
情報通信業 36 7.50 (5.39) ゜ 10 14.10 10 7.06 10 3.98 6 3.06 運輸業（集約） 46 -0.10 (2.59) 10 2.83 10 0.00 10 -1.46 10 -1.37 6 -0.7 
卸売・小売業（集約） 46 -6.37 (2.35) 10 -8.97 10 -6.57 10 -6.58 10 -5.02 6 -3.62 
不動産業 46 -6.29 (2.31) 10 -7.0 10 -6.02 10 -6.89 10 -7.12 6 -3.20 
飲食店 3 -3.49 (2.40) ゜ ゜ ゜ ゜ 3 -3.49 宿泊業 32 -3.17 (3.24) ゜ 6 -1.95 10 -4.8 10 -4.9 6 1.49 サー ピス業（集約） 46 -1.35 (3.05) 10 -4.14 10 -0.90 10 -1.5 10 -0.81 6 1.98 
(4)小規模
第三次産業
全期間 60年代 70年代 80年代 90年代 00年代
標本数 平均 （様沿眉差） 標本数平均 揉本数平均 標本数平均 様本数平均 様本数平均
情報通信業 32 721 (9.16) ゜ 6 17.72 10 -0.25 10 6.07 6 11.04 運輸業（集約） 45 3.05 (2.98) ， 5.33 10 2.87 10 2.29 10 2.86 6 1.47 
卸売・小売業（集約） 45 -5.17 (2.72) ， -8.29 10 -5.8 10 -5.50 10 -3.04 6 -2.28 
不動産業 45 -4.78 (3.96) ， -7.98 10 -6.6 10 -4.48 10 -4.42 6 2.02 
飲食店 3 -5.18 (3.42) ゜ ゜ ゜ ゜ 3 -5.18 宿泊業 32 -1.5 (3.26) ゜ 6 0.30 10 -3.90 10 -0.7 6 -0.79 サー ビス業（集約） 45 0.40 (4.48) ， 1.86 10 -1.47 10 -0.9 10 0.22 6 3.95 
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表N-3 第三次産業の粗営業利益率部門間格差と経済成長率の相関
Pearsonの相関係数／帰無仮説Rho=Oに対するProb>lrl/標本数 (N)
粗営業利益率格差
全規模 大規模 中規模 小規模
0.54549 0.44141 0.62763 0.10167 
情報通信業 0.0007 0.0079 <.0001 0.5863 
35 35 35 31 
-0.02574 -0.28711 0.34537 0.22778 
運輸業（集約） 0.8667 0.0558 0.0201 0.1370 
45 45 45 44 
経 -0.69266 0.82733 -0.74822 -0.74398 
卸売・小売業（集約） <.0001 <.0001 <.0001 <.0001 
済 45 45 45 44 
成 -0.12665 0.16589 -0.30258 -0.60690 
不動産業 0.4071 0.2761 0.0434 <.0001 
長 45 45 45 44 
率 飲食店
0.09190 0.56022 -0.08175 -0.14329 
宿泊業 0.6230 0.0010 0.6620 0.4419 
31 31 31 31 
-0.23972 -0.49874 -0.64606 -0.15732 
サービス業（集約） 0.1127 0.0005 <.0001 0.3078 
45 45 45 44 
粗営業利益率格差の階差
全規模 大規模 中規模 小規模
0.07258 0.27336 -0.09893 -0.11129 
情報通信業 0.6833 0.1178 0.5778 0.5582 
34 34 34 30 
-0.20559 -0.30329 -0.55045 0.00625 
経 運輸業（集約） 0.1806 0.0454 0.0001 0.9682 
44 44 44 43 
済 -0.54226 0.69681 -0.69390 -0.3358 
成 卸売・小売業（集約） 0.0001 <.0001 <.0001 0.0277 
44 44 44 43 
長
-0.10692 -0.22375 -0.51815 -0.07572 
率 不動産業 0.4897 0.1443 0.000 0.6294 
の
44 44 44 43 
階
飲食店
差
-0.25392 -0.28875 -0.09870 -0.16246 
宿泊業 0.1757 0.1217 0.6038 0.3910 
30 30 30 30 
-0.22136 -0.40257 -0.61768 -0.07648 
サービス業（集約） 0.1487 0.0067 <.0001 0.6259 
44 44 44 43 
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2. 部門間格差の平均と標準偏差の推移
印象的な個々の事例についてはこの程度にして、全体としていくつかの第三次産業（広義
のサービス業）と製造業（集約）の粗営業利潤率部門間格差の推移はどうか、また規模によ
る違いはどうか。これを各年度における第三次産業間の平均と標準偏差の推移で見ることに
しよう。
図N-2のように第三次産業の各年度における粗営業利潤率部門間格差の平均は、どの規
模でも全期間では傾向的に増大している。また1970年代後半には特に大きくなる。但し符号
は負の年度が多いから、格差の絶対値は傾向的に減少し、格差は傾向的に縮小している。
粗営業利潤率部門間格差の標準偏差は、図N-3のように、どの規模でも全期間では傾向
的に減少している。また1970年代後半に著しく増大する。このような標準偏差の推移は、平
均の推移とほぼ照応している。
経済全体の状況との関係を、とりあえず経済成長率との相関に見よう。表N-3のように、
全体として部門間格差と経済成長率には強い相関が見られる。また両変数の階差どうしには
大規模クラスを除き強い相関は見られない。比較的長い期間において、経済の成長が著しい
ときは格差の拡大も激しいと要約できよう。
図N-2 第三次産業の粗営業利益率部門間格差の平均の推移
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(2)大規模と小規模
a. 格差の平均
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図N-3 第三次産業の粗営業利益率部門間格差の標準偏差の推移
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表'N-2 第三次産業の粗営業利益率部門間格差の平均と標準偏差の推移
(1) 平均の推移
規模
全期間 60年代 70年代 80年代 90年代 00年代
様本数 平均 (I準眉差） 標本数平均 様本数平均 標本数平均 様本数平均 標本数平均
全規模 46 -121 (1.73) 10 -2.87 10 0.43 10 -1.72 10 -1.40 6 0.00 
大規模 46 -1.37 (221) 10 -427 10 0.38 10 -0.9 10 -1.46 6 0.09 
格差
中規模 -2.12 (2.24) 46 10 -4.32 10 -0.23 10 -2.38 10 -2.56 6 -0.42 
小規模 45 -0.76 (3.01) ， -2.27 10 -0.59 10 -2.14 10 0.15 6 2.01 
全規楳 46 4.43 (1.31) 10 5.37 10 5.22 10 4.57 10 3.51 6 2.85 
格差幅 大規模 46 4.48 (1.53) 10 5.67 10 5.20 10 4.10 10 3.80 6 3.04 
（格差の
中規模 4.90 (1.46) 絶対値） 46 10 6.14 10 5.92 10 4.80 10 3.97 6 2.87 
小規模 45 4.89 (1.73) ， 6.90 10 5.94 10 4.17 10 3.24 6 4.07 
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(2) 標準偏差の推移
規模
全期間 60年代 70年代 80年代 90年代 00年代
襟本数 平均 （様箪眉差） 概本数平均 概本数平均 標本数平均 標本数平均 標本数平均
全規模 46 5.18 (1.64) 10 5.41 10 7.04 10 5.26 10 4.10 6 3.35 
大規模 46 5.56 (2.1) 10 6.32 10 7.30 10 5.19 10 4.54 6 3.73 
格差
中規模 46 5.37 (1.80) 10 5.35 10 7.94 10 5.32 10 4.12 6 3.31 
小規模 45 5.78 (2.47) ， 7.84 10 721 10 4.20 10 4.23 6 5.58 
全規模 46 3.09 (1.6) 10 3.75 10 4.61 10 2.62 10 2.21 6 1.71 
格差幅 大規模 46 3.40 (1.97) 10 5.16 10 4.45 10 2.92 10 2.20 6 1.50 
（格差の
中規模 3.43 (l.65) 絶対値） 46 10 4.25 10 4.9 10 2.78 10 2.60 6 1.91 
小規模 45 3.68 (2.05) ， 4.29 10 5.02 10 2.76 10 2.53 6 3.9 
表'N-3 第三次産業の粗営業利益率部門間格差と経済成長率の相関
Pearsonの相関係数／帰無仮説Rho=Oに対するProb>lrl/標本数 (N)
経済成長率
全規模 大規模 中規模 小規模
-0.29089 -0.44301 -0.38320 -0.45096 
平均 0.0525 0.0023 0.0094 0.0021 
45 45 45 44 
格差
標準偏差 0.47305 0.42115 0.52294 0.38007 
0.0010 0.0040 0.0002 0.0109 
45 45 45 44 
0.61062 0.58427 0.77154 0.69771 
格差幅
平均 <.0001 <.0001 <.0001 <.0001 
（格差の
45 45 45 44 
絶対値） 標準偏差 0.52145 0.63248 0.56987 0.25925 
0.0002 <.0001 <.0001 0.0892 
45 45 45 44 
経済成長率の階差
全規模 大規模 中規模 小規模
0.30542 0.56575 0.37714 0.03413 
平均 0.0438 <.0001 0.0116 0.8280 
44 44 44 43 
格差
標準偏差 0.27078 0.27244 0.05201 -0.13411 
0.0754 0.0736 0.7374 0.3912 
44 44 44 43 
0.30542 0.56575 0.37714 0.03413 
格差幅
平均 0.0438 <.0001 0.0116 0.8280 
44 44 44 43 
の （格差の
塁絶対値） 標準偏差 025875 0.40108 0.21253 -0.0348
2 
0.0899 0.0070 0.1660 0.8246 
44 44 44 43 
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V サービス業の部門間格差
131 
サービス業（集約）を構成する狭義のサービス業について、製造業（集約）との粗営業利
益率部門間格差の推移を規模別に観察する（図V-1、表V-1)。その際、サービス業（集約）
を一応基準として念頭に置く。
1 . 部門間格差の推移
先ず全規模について個々の部門の状態をみよう。印象的なことを挙げると、
(1)平均的に部門間格差が、サービス業（集約）より小さく、負の年度が多いのが、生活関
連サービス業、及び娯楽業であり、反対に平均的に部門間格差が、サービス業（集約）
より大きく、正の年度が多いのが、広告• その他のサービス業である。
(2) 生活関連サービス業、広告• その他のサービス業、その他のサービス業において1980年
代後半に、粗営業利益率部門間格差（サービス業ー製造業（集約））の減少から増大へ
の傾向変化が見られる。ただし符号の変化を含み、且つ21世紀には減少に転ずるから、
格差の持続的拡大という問題性は小さくなる。
(3)この点では、娯楽業は (2)で触れた三部門と対照的である。当該部門では部門間格差
が1970年代後半に非常に小さく、 1980年代前半に非常に大きくなるため、 1980年代後半
までの前半期に減少傾向が見られず、むしろ全期間では部門間格差が傾向的に上昇して
いる。この傾向は近年、符号が負から正へ変化した後も続いており、この部門のこの傾
向が今後どこまで続くか興味深い。
次に規模別にみると、
(4) 生活関連サービス業、広告• その他のサービス業、その他のサービス業の全規模におけ
る粗営業利益率部門間格差の特徴ある推移は、各クラスで一様に起っている訳ではない。
生活関連サービス業の大、小規模クラス、広告• その他のサービス業の大、中規模クラ
スでは全規模と同様の推移が観察されるが、その他のサービス業では規模別クラスにお
いては全規模と同様の推移はあまり明瞭ではなく、集約の効果が大きいことが分かる。
(5)娯楽業（全規模）における粗営業利益率部門間格差の安定した上昇傾向は、大、中規模
クラスでは明瞭に観察されず、小規模クラスの動向が全規模を決めていることが分かる。
最後に部門間格差と経済の全体的状況の関連を、経済成長率との相関を手掛かりとして見
よう（表V-1)。
(6)サービス業（集約）では、大、中規模で経済成長率との強い相関が見られるが、個々の
部門では全体として強い相関はみられない。例外的に強い相関がみられるのが、全規模
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では娯楽業であるが、規模別にみると小規模クラスである。階差の場合も、ほとんど同
様の結果である。
図V-1 サーピス業の粗営業利益率部門間格差の推移
(1)全規模
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(2)大規模
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(4)小規模
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表V-1 サービス業の粗営業利益率部門間格差の推移
(1)全規模
全期間 70年代 80年代 90年代 00年代
標本数 平均 （標準眉差） 標本数平均 標本数平均 楳本数平均 標本数平均
サービス業（集約） 46 0.35 (2.79) 10 0.68 10 -1.02 10 0.10 6 3.31 
生活関連サービス業 32 -1.32 (3.19) 6 2.60 10 -3.75 10 -1.10 6 -1.53 
娯楽業 32 -3.59 (3.31) 6 -6.90 10 -3.89 10 -3.62 6 0.28 
物品賃貸業（集約） 3 8.43 (0.36) ゜ ゜ ゜ 3 8.43 広告• その他のサーピス業 32 4.54 (3.67) 6 8.15 10 1.82 10 4.04 6 6.32 
医療•福祉 3 -2.30 (3.38) ゜ ゜ ゜ 3 -2.30 教育・学習支援業 3 -2.72 (0.34) ゜ ゜ ゜ 3 -2.72 その他のサーピス業 32 -0.50 (3.04) 6 1.86 10 -1.99 10 -1.40 6 1.1 
(2)大規模
全期間 70年代 80年代 90年代 00年代
標本数 平均 （標準眉差） 標本数平均 標本数平均 標本数平均 標本数平均
サーピス業（集約） 46 1.32 (4.97) 10 4.62 10 1.19 10 2.48 6 4.63 
生活関連サービス業 32 0.64 (3.77) 6 -2.56 10 1.78 10 2.06 6 -0.43 
娯楽業 32 -2.56 (2.54) 6 -4.08 10 -1.65 10 -2.75 6 -2.26 
物品貿貸業（集約） 3 9.26 (0.98) ゜ ゜ ゜ 3 9.26 広告• その他のサービス業 32 5.69 (4.94) 6 11.91 10 1.80 10 4.40 6 8.12 
医療•福祉 3 0.58 (1.82) ゜ ゜ ゜ 3 0.58 教育・学習支援業 3 1.02 (2.03) ゜ ゜ ゜ 3 1.02 その他のサービス業 32 -3.03 (5.21) 6 -4.15 10 -2.22 10 -2.23 6 -4.62 
(3)中規模
全期間 70年代 80年代 90年代 00年代
採本数 平均 （様隼眉差） 標本数平均 標本数平均 標本数平均 標本数平均
サービス業（集約） 46 -1.35 (3.05) 10 -0.90 10 -1.55 10 -0.81 6 1.98 
生活関連サービス業 32 -0.34 (3.82) 6 2.10 10 -1.87 10 0.05 6 -0.89 
娯楽業 32 -5.98 (3.18) 6 -6.96 10 -7.09 10 -6.84 6 -1.72 
物品賃貸業（集約） 3 5.86 (2.99) ゜ ゜ ゜ 3 5.86 広告• その他のサービス業 32 4.46 (3.77) 6 7.01 10 1.08 10 5.22 6 6.26 
医療•福祉 3 -3.15 (3.25) ゜ ゜ ゜ 3 -3.15 教育・学習支援業 3 4.97 (1.24) ゜ ゜ ゜ 3 4.97 その他のサーピス業 32 -0.97 (2.12) 6 0.92 10 -1.91 10 -1.l 6 -1.05 
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(4)小規模
全期間 70年代 80年代 90年代 00年代
標本数 平均 （槻沿但差） 概本数平均 揉本数平均 標本数平均 標本数平均
サービス業（集約） 45 0.40 (4.48) 10 -1.47 10 -0.9 10 0.2 6 3.95 
生活関連サーピス業 32 -0.67 (3.16) 6 2.20 10 -2.97 10 0.07 6 -0.94 
娯楽業 32 -1.57 (5.06) 6 -7.80 10 -1.50 10 -0.65 6 3.03 
物品賃貸業（集約） 3 9.72 (3.82) ゜ ゜ ゜ 3 9.72 広告• その他のサービス業 32 3.73 (3.41) 6 4.51 ゜3.87 10 2.72 6 4.40 医療•福祉 3 -0.94 (2.82) ゜ ゜ ゜ 3 -0.94 教育・学習支援業 3 -3.49 (1.57) ゜ ゜ ゜ 3 -3.49 その他のサービス業 32 1.70 (5.68) 6 1.62 10 -0.85 10 0.4 6 8.15 
表V-2 サービス業の粗営業利益率部門間格差と経済成長率の相関
Pearsonの相関係数／帰無仮説Rho=Oに対するProb>lrl/標本数 (N)
粗営業利益率格差
全規模 大規模 中規模 小規模
-0.23972 -0.49874 -0.64606 -0.15732 
サービス業（集約） 0.1127 0.0005 <.0001 0.3078 
45 45 45 44 
生活関連
0.10459 -0.21261 0.05321 -0.04721 
0.5755 0.2508 0.7762 0.8009 
サービス業
31 31 31 31 
経 -0.57081 -0.05622 -0.33616 -0.65007 
娯楽業 0.0008 0.7639 0.0645 <.0001 
済 31 31 31 31 
成 物品賃貸業（集約）
長 -0.04582 0.09834 -0.24203 0.02753 
率
広告• その他の 0.8066 0.5987 0.1896 0.8831 サービス業
31 31 31 31 
医療•福祉・教育
学習支援業
0.10359 -0.12174 0.08018 -0.22699 
その他のサービス業 0.5792 0.5142 0.6681 0.2195 
31 31 31 31 
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粗営業利益率格差の階差
全規模 大規模 中規模 小規模
-0.22136 -0.40257 -0.61768 -0.07648 
サービス業（集約） 0.1487 0.0067 <.0001 0.6259 
44 44 44 43 
生活関連
-0.37372 -0.18296 -0.18129 -0.32365 
経 サービス業
0.0419 0.3332 0.3377 0.0810 
30 30 30 30 
済
-0.52231 -0.15242 -0.45035 -0.38975 
成 娯楽業 0.0031 0.4214 0.0125 0.0333 
長
30 30 30 30 
率 物品賃貸業（集約）
の 広告• その他の -0.45777 -0.55327 -0.38565 -0.03472 
サービス業 0.0110 0.0015 0.0353 0.8555 階 30 30 30 30 
差 医療•福祉・教育
学習支援業
-0.25122 -0.21087 -0.08131 -0.14654 
その他のサービス業 0.1805 0.2633 0.6693 0.4397 
30 30 30 30 
2. 部門間格差の平均と標準偏差の推移
個々の部門の部門間格差の推移についてはこの程度にし、狭義のサービス業全体としての
部門間格差の推移はどうか。ー指標として、各年度における狭義のサービス業の平均と標準
偏差の推移を観察しよう。
どの指標も共通に一つの特徴を示している。即ち、 1990年頃の減少から増大への傾向変化
である。
部門間格差と経済成長率の相関を見ると、小規模クラスにおける部門間格差の平均と標準
偏差、及び部門間格差幅（格差の絶対値）の平均でだけ強い相関が見られる。階差の場合、
部門間格差の平均では全規模、各規模別クラスを通じて強い負の相関が見られる。
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図V-2 サーピス業の粗営業利益率部門間格差の平均の推移
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サービス業の粗営業利益率部門間格差の標準偏差の推移
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表V-2 サービス業の粗営業利益率部門間格差の平均と標準偏差の推移
(1) 平均の推移
規模
全期間 70年代 80年代 90年代 00年代
標本数 平均 (11~1差） 標本数平均 標本数平均 標本数平均 概本数平均
全規模 32 0.25 (2.4) 6 1.37 10 -1.67 10 -0.06 6 2.85 
大規模 32 1.40 (2.34) 6 1.72 10 0.27 10 1.04 6 3.54 
格差
-0.04 (2.76) 中規模 32 6 0.94 10 -2.18 10 -0.29 6 2.93 
小規模 32 0.69 (2.21) 6 0.13 10 -0.36 10 0.64 6 3.09 
全規模 32 3.64 (1.48) 6 5.26 10 3.04 10 2.65 6 4.69 
格差幅 大規模 32 3.73 (1.65) 6 5.67 10 2.67 10 2.89 6 4.98 
（格差の
中規模 32 4.26 (1.42) 10 3.34 10 3.89 6 5.28 絶対値） 6 5.37 
小規模 32 3.38 (1.6) 6 4.71 10 3.07 10 2.16 6 4.60 
(2) 標準偏差の推移
規模
全期間 70年代 80年代 90年代 00年代
揉本数 平均 （楳準眉差） 概本数平均 標本数平均 標本数平均 揉本数平均
全規模 32 4.42 (1.95) 6 6.38 10 3.10 10 3.55 6 6.14 
大規模 32 4.65 (2.15) 6 7.25 10 3.12 10 3.64 6 6.25 
格差
中規模 5.26 (1.78) 32 6 5.90 10 3.84 10 5.3 6 6.87 
小規模 32 4.0 (2.38) 6 5.91 10 3.52 10 2.25 6 5.79 
全規模 32 2.81 (1.70) 6 3.47 10 2.15 10 2.0 6 4.62 
格差幅 大規模 32 3.10 (2.07) 6 4.87 10 1.93 10 2.17 6 4.84 
（格差の
絶対値） 中規模 32 3.4 (1.51) 6 3.19 10 2.88 10 3.19 6 5.05 
小規模 32 2.53 (1.91) 6 2.7 10 2.41 10 1.38 6 4.4 
表V-2 サービス業の粗営業利益率部門間格差と経済成長率の相関
Pearsonの相関係数／帰無仮説Rho=Oに対するProb>lrl/標本数 (N)=31
経済成長率
全規模 大規模 中規模 小規模
平均 -0.25669 -0.19471 -0.25809 
-0.42563 
0.1633 0.2939 0.1610 0.0170 
格差
0.09796 0.16257 -0.20671 0.35759 標準偏差
0.6001 0.3822 0.2645 0.0483 
格差幅 平均
0.30585 0.13942 0.07995 0.37759 
（格差の
0.0943 0.4544 0.6690 0.0362 
絶対値） 標準偏差
-0.05350 0.07979 -0.16055 0.04628 
0.7750 0.6696 0.3883 0.8047 
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Pearsonの相関係数／帰無仮説Rho=Oに対するProb>lrl/標本数 (N)=30
経済成長率の階差
全規模 大規模 中規模 小規模
平均 -0.51552 -0.37106 -0.42070 -0.38220 
0.0036 0.0435 0.0206 0.0371 
格差
0.00087 -0.07119 0.09829 0.07626 標準偏差
0.9963 0.7085 0.6054 0.6888 
格差幅 平均
0.03152 -0.17795 0.23623 -0.05049 
（格差の
0.8687 0.3468 0.2088 0.7911 
絶対値） 標準偏差
-0.01377 -0.31996 0.09948 0.08137 
0.9424 0.0848 0.6009 0.6690 
VI 結び
材料が多く消化不足気味を恐れるが、できるだけ当初の設問に即して、抽出できた主な結
果を要約しよう。
(1)本稿の対象は粗営業利益率格差であるが、全産業、製造業（集約）、サービス業（集約）
について、粗利潤率格差の場合と比較すると、両率の数字の平均的な違いは非常に大き
いが、全期間での増大傾向、大きな波動の形態、経済成長率との相関関係など経済的意
味では、概ねよく似ている。
但し、粗営業利益率格差の傾向の符号は負から正へ変化する点で、粗利潤率格差の傾
向と異なる。その結果、粗営業利益率の格差幅（格差の絶対値）は減少から増大へ、格
差は縮小から拡大へ変化するが、当該産業部門について、格差が長期に亘り拡大を続け
るという意味の問題性はない。両率の平均水準の数字の違いが大きくことなることは、
十分予想範囲内に収まることでもあり、問題ではない。
(2)粗営業利益率のある産業部門内の規模別格差について、第三次産業間の違いは非常に大
きいが、十分予想範囲内の結果である。特に情報通信業は、粗営業利益率規模別格差の
変動が非常に激しい（振幅が大きく波長が短い）点で特徴的である。
サービス業（集約）の粗営業利益率規模別格差（大規模ー小規模）は経済成長率との
負の相関が強いが、サービス業（集約）内に、そのような部門はなく、集約による結果
と思われる。
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(3)粗営業利益率の部門間格差について、全規模では第三次産業間の形態の違いはあるが、
全期間での格差幅の減少傾向（格差の縮小傾向）、あるいはある範囲内に収まっている
ことが確かめられる。
但し、より細かく部門別に見ると異例が現れる。例えば、サービス業（集約）では、
近年、特に大規模クラスにおいて、部門間格差>Oで増大傾向が見られ、今後の推移が
注目に値する。情報通信業（大規模、小規模）では全期間では、格差幅>Oで減少傾向
は明瞭であるが、 1990年代以降では、格差幅>Oで増大傾向が窺われ、この部門も今後
の推移が注目に値する。
サービス業（集約）、及び情報通信業の大規模、及び中規模クラスでは、経済成長率
との正の相関が強いが、第三次産業に一般的ではない。
全体としての第三次産業の粗営業利益率部門間格差（平均と標準偏差）の推移につい
ては、 1970年代後半に大きな山が認められるが、全期間では穏やかな減少傾向を確かめ
ることができる。
(4)狭義のサービス業の粗営業利益率部門間格差の推移も、当然のことながら産業部門によ
る形態の相違を伴いながらも、持続的拡大という問題はない。ただ娯楽業（小規模クラ
ス）では近年、部門間格差>Oで増大が著しい。
サービス業（集約）（大規模、及び中規模クラス）の粗営業利益率部門間格差は経済
成長率との相関が非常に強いが、個々の部門では、娯楽業（小規模クラス）を除き、そ
のような対応は見られない。サービス業（集約）の結果は、集約によると思われる。
狭義のサービス業の粗営業利益率部門間格差を全体としてみると、 1990年頃に粗営業
利益率部門間格差（平均と標準偏差）が減少から増大へ傾向変化している。これは第三
次産業の場合との大きな相違である。
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